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心身障害児(者）歯科健診・診療事業 ○ Ｈ12 14 1 ○ 11,000 0 0 11,000 ○ ○ ○ ○ ○ 0

障害者グループホーム・ケアホーム支援事業 元気な社会 ○ H15 11 1 ○ 19,750 13,416 0 6,334 ○ ○ ○ ○ 0

障害福祉施設耐震化等整備事業 元気な社会 ○ H21 5 1 ○ 785,409 0 523,601 261,808 ○ ○ ○ ○ ○ 0

聴覚障害者情報提供施設運営費補助金 元気な社会 ○ Ｈ25 1 1 ○ 17,024 8,511 0 8,513 ○ 0

点字図書館事務費補助金 ○ S46 43 1 ○ 26,035 13,017 0 13,018 ○ ○ ○ 0

盲人ホーム事務費補助金 ○ H18 8 1 ○ 3,948 1,973 0 1,975 ○ ○ ○ 0

ろうあ者社会参加推進事業 ○ S48 41 3 ○ 3,860 1,796 264 1,800 ○ ○ ○ ○ 0

視覚障害者社会参加促進事業 ○ H13 13 2 ○ 1,173 586 0 587 ○ ○ ○ ○ ○ 0

盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 ○ H21 5 1 ○ 594 296 0 298 ○ ○ ○ 0

障害者社会参加推進事業 ○ H3 23 1 ○ 13,543 6,769 0 6,774 ○ ○ ○ 0

障害者相談員活動強化事業 ○ H11 15 1 ○ 349 174 0 175 ○ ○ ○ ○ 0

障害者生活訓練等事業 ○ S46 43 8 ○ 9,283 3,654 1,969 3,660 ○ ○ ○ ○ ○ 0

身体障害者補助犬衛生管理支援事業 ○ H15 11 1 ○ 228 0 0 228 ○ ○ ○ 0

福祉タクシーチケット共通化促進事業 ○ H11 15 1 ○ 1,409 0 0 1,409 ○ ○ ○ 0

障害者スポーツ総合振興事業 ○ S38 51 3 ○ 11,933 3,766 0 8,167 ○ ○ ○ ○ 0

障害者スポーツに親しむ環境づくり事業 元気な県政 ○ ○ Ｈ23 3 1 ○ 8,822 1,251 6,319 1,252 ○ ○ ○ ○ 0

身体障害者補助具あっせん事業 ○ S47 42 1 ○ 120 0 0 120 ○ ○ ○ 0

障害者情報誌点訳・音訳化事業補助金 ○ H23 3 1 ○ 1,054 526 0 528 ○ ○ ○ 0

第６６回全国盲人福祉大会（福井大会）開催費補助金 ○ H25 1 1 ○ 3,000 0 0 3,000 ○ △ 3,000

身体障害者関係団体補助金 ○ H23 3 1 ○ 120 0 0 120 ○ ○ ○ △ 120

バリアフリーのこころ育成事業 元気な社会 ○ H16 10 1 ○ 1,527 563 0 964 ○ ○ ○ △ 222

鉄道駅エレベーター整備事業 元気な国土 ○ H21 5 1 ○ 4,741 0 0 4,741 ○ ○ 0

重症心身障害児（者）福祉手当支給事業 ○ S44 45 1 ○ 12,366 0 0 12,366 ○ ○ 0

重度心身障害者（児）医療無料化対策事業 ○ S48 41 1 ○ 1,582,874 0 0 1,582,874 ○ ○ ○ 0

重度身体障害者住宅改造助成事業 ○ S53 36 1 ○ 15,763 0 0 15,763 ○ ○ △ 4,950

障害者就業・生活支援センター事業 ○ H 8 18 1 ○ 10,580 5,290 0 5,290 ○ ○ ○ ○ 0

心身障害者社会活動総合推進事業 ○ H1 25 1 ○ 1,829 914 0 915 ○ ○ ○ △ 724

知的障害者関係団体補助金 ○ S46 43 1 ○ 513 0 0 513 ○ ○ ○ 0

障害者就労支援事業 元気な社会 ○ H20 6 1 ○ 2,139 896 0 1,243 ○ ○ ○ 0

発達障害児（者）支援センター運営事業 元気な社会 ○ H18 8 2 ○ 27,471 13,735 0 13,736 ○ ○ ○ 0

発達障害者支援体制整備事業 元気な社会 ○ H22 4 1 ○ 8,659 4,329 0 4,330 ○ ○ 0

発達障害児等療育機能強化人材育成事業 元気な社会 ○ ○ H22 4 1 ○ 1,926 0 1,926 0 ○ ○ ○ 0

重度精神障害者医療無料化対策事業 ○ H18 8 1 ○ 80,294 0 0 80,294 ○ ○ ○ ○ 0

精神障害者社会適応訓練事業 ○ S62 27 1 ○ 390 0 0 390 ○ ○ ○ ○ △ 1,504

障害者自立支援制度施行円滑化事業 ○ H18 8 1 ○ 4,323 1,973 0 2,350 ○ ○ ○ △ 181

訪問系サービス支援事業 元気な社会 ○ H21 5 1 ○ 49,986 33,321 0 16,665 ○ ○ 0

地域生活支援事業（市町） ○ H18 8 1 ○ 116,418 0 0 116,418 ○ ○ ○ ○ ○ 0

活動指標2結果分類事業区分

経過
年数

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事務区分  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応活動指標1結果分類

平成
２５年度
予算額

成果指標2結果分類成果指標1結果分類

事            業           名

平成25年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）障害福祉課

会計区分

課・室名

一般会計

福井新々元気宣言
における位置付け

事業
開始
年度
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活動指標2結果分類事業区分

経過
年数

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事務区分  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応活動指標1結果分類

平成
２５年度
予算額

成果指標2結果分類成果指標1結果分類

事            業           名

平成25年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）障害福祉課

会計区分

課・室名

一般会計

福井新々元気宣言
における位置付け

事業
開始
年度

心身障害児童クラブ育成事業 ○ H11 15 1 ○ 4,217 0 0 4,217 ○ ○ ○ 0

心身障害者関係団体補助金 ○ S41 48 1 ○ 683 0 0 683 ○ ○ ○ 0

心身障害者扶養共済事業 ○ ○ S45 44 2 ○ 271,783 49,011 171,827 50,945 ○ ○ ○ 0

小児療育体制確保事業 元気な社会 ○ H17 9 2 ○ 22,222 0 0 22,222 ○ ○ ○ ○ ○ 0

嶺南療育機能強化支援事業 元気な社会 ○ H23 3 1 ○ 1,386 0 1,386 0 ○ 0

精神保健指定医の診察および移送 ○ S25 64 1 ○ 2,240 355 0 1,885 ○ ○ ○ 0

精神科救急医療システム整備事業 元気な社会 ○ H11 15 1 ○ 22,771 11,385 0 11,386 ○ ○ 0

精神科病院病状実地審査 ○ S25 64 1 ○ 191 0 0 191 ○ ○ 0

精神科救急情報センター設置事業 ○ H22 4 1 ○ 27,841 13,918 13,923 0 ○ ○ ○ △ 10,938

高次脳機能障害支援普及事業 ○ H20 6 1 ○ 3,654 1,826 0 1,828 ○ ○ ○ ○ ○ 0

福井県医療計画推進事業 ○ H20 6 1 ○ 90 0 0 90 ○ 0

子どもの心の診療医養成事業 元気な社会 ○ H25 1 1 ○ 4,887 2,443 0 2,444 ○ △ 2,402

地域自殺対策緊急強化特別事業 元気な社会 ○ H21 5 1 ○ 18,709 0 18,709 0 ○ ○ ○ ○ ○ △ 1,814

うつ医療体制強化事業 元気な社会 ○ H22 4 1 ○ 4,924 0 4,924 0 ○ ○ ○ ○ ○ 0

市町自殺対策緊急特別事業補助金 元気な社会 ○ H21 5 1 ○ 22,953 0 22,953 0 ○ ○ ○ ○ △ 1,770

夜間電話相談業務支援事業補助金 元気な社会 ○ H21 5 1 ○ 2,559 0 2,559 0 ○ ○ ○ ○ 0

自死遺族会支援事業補助金 元気な社会 ○ H21 5 1 ○ 1,063 0 1,063 0 ○ ○ ○ 0

精神保健福祉士資格取得養成事業 ○ Ｈ25 1 1 ○ 2,132 0 0 2,132 ○ △ 2,132

58 33 25 0 70 53 2 3,254,758 195,694 771,423 2,287,641 15 17 2 5 8 5 2 4 18 6 2 14 10 3 2 6 2 39 0 8 0 0 0 4 2 △ 29,757
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ ■ Ｈ12 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 14 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

11,000 11,000 11,000 11,000

11,000 11,000 11,000 11,000

11,000 11,000 11,000 11,000

24 24 24 24

102 102 106 102

116 116 116 116

1,603 1,601 1,618 1,881

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　心身障害児（者）は、自己管理できずに歯科疾患が重症化する傾向にあり、心身障害児を対象に
した専門歯科診療の必要性が高い。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　引き続き事業を継続し、心身障害児（者）の歯科衛生を推進していく。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 11,000

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 11,000 平成17年度から、歯科口腔センターで実施している診療事業と整理統合

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

0.0% Ⅱ

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

の推移 成果 訪問診断者数

事業効果 指標 診療所診察日数 0.0%

活動 訪問歯科健康診断回数 0.0%

0.0%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 11,000

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
0.0%

5.7%

　心身障害児（者）を対象とする訪問歯科健診・診療を行うとともに治療が必要な患者のために心身障害児（者）歯科診療所の運営を行い、歯科衛生の予防から治療までを一貫的に実施する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 11,000 0.0%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 診療所診断者数

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 心身障害児(者）歯科健診・診療事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

（１）心身障害児（者）訪問歯科健診・診療事業
　　歯科医師および歯科衛生士が在宅の心身障害児(者）の家庭を訪問し、歯科健康診断、歯科衛生に関する指導・助言を行うとともに、早期治療が必要な患者に対して診療を行う。
（２）心身障害児（者）歯科診療所運営事業
　　福井県口腔保健センターにおいて、心身障害児(者）を対象とする歯科診療所を運営し、歯科健康診断、診療を行う。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

― 1 ―
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 ■ □ H15 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

32,250 91,500 106,061 69,000

38,577 72,918 97,155 108,869

38,342 72,908 89,509 88,633

5 7 4 5

7 6 5 6

569 635 739 822

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 19,750

[事業目的]

　障害者が安心して生活できる居住環境を確保するため、障害者グループホーム・ケアホームの建物整備改修や共同で使用する初度備品にかかる費用への助成を行い、グループホーム等の整備促進を図
る。

事      業      名 障害者グループホーム・ケアホーム支援事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

19,750 13.1%

　実施主体：共同生活援助事業および共同生活介護事業を実施する社会福祉法人等
 ○備品等整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○建物整備改修
 　補助対象経費：入居者が共同で使用する初度備品購入費　　　　　　　　補助対象経費：グループホーム・ケアホームの建物整備改修にかかる経費
 　補助率：３／４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助率：３／４
 　補助基準額：５００千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助基準額：創設２５,３３４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  大規模修繕１０,０００千円

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

23.3%

Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 37.3%

指標 建物整備改修施設数 1 -23.6%

活動 初度備品整備施設数 2 -9.5%

Ⅳ

の推移 成果 GH・CH定員数 852

事業効果

10.7% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 19,750

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫

平成２１年度から建物整備改修に対し補助

13,416

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 6,334

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

GH・CHの定員数・入居者数は着実に増加しており、障害者の地域での生活が進んでいる。

■

障害者が住みなれた地域で安心して生活できる居住環境確保のため、グループホーム等の整備を継
続して実施していく。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止

― 2 ―
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 □ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ H27 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 5 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

0 20,862 171,058 -             

6,599 25,330 126,338 -             

5,906 24,996 126,338 -             

1 1 3 -             

0 3 3 -             

92.7 94.1 100 -             

74.6 79.3 79.7 -             

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □

見　直　し　額

縮　　減 □ 終期の見直し

そ の 他

□ 完　　了■ 継　　続 □ 休　　止所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

　障害福祉施設の耐震化改修等のため、今後も必要な支援を行っていく。

□拡　　充

785,409

その他特定財源 523,601

[事業の評価]

財源内訳

　耐震改修やスプリンクラー設置が必要な施設に対し、費用の助成を行うことで、早期の改修整備
が図られている。

 〕　／　整備目標

一　般　財　源 261,808

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

Ⅳ

-30.7%

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果 スプリンクラー設備整備済施設数 85 Ⅳ

指標 耐震性有（耐震化済）の施設割合 -49.7%

Ⅰ

事業効果 指標 耐震改修施設数 -50.0% Ⅳ

活動 スプリンクラー設備整備施設数 13 50.0%

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

194.2%

決 算 額 の 推 移 209.6%

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 836,196 310.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 785,409

法定受託事務

[事業目的]

・火災発生や地震発生時に自力で避難することが困難な者が利用する障害福祉施設の安全・安心を確保するため、障害福祉施設の耐震化整備を促進する。

［事業内容］

その他 そ の 他

　　耐震化等整備事業　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       スプリンクラー整備事業
　　　障害福祉施設の耐震化整備に対する補助　　　　　　　　　　　　　　　　消防法の改正により設置が必要となった障害福祉施設のスプリンクー整備に対する整備
　
　　（補助率）　　３／４（国１／２　県１／４（設置者１／４））　　　　　　（補助率）３／４（国１／２　県１／４（設置者１／４））

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 障害福祉施設耐震化等整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本一の安全安心

所　　属 健康福祉 部（庁） 障害福祉

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ □ Ｈ25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

休　　止 □ 完　　了

そ の 他

千　円

□

終期の見直し□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

聴覚障害者情報提供施設は県内唯一の視覚障害者に対する情報提供施設であり、ニーズもある。

□継　　続

聴覚障害者情報提供施設は、視覚障害者の情報支援の拠点として多様なニーズに基づく情報提供を
行うことから、今後も継続して運営費を支援する。

見　直　し　額

拡　　充

■

[事業の評価]

□ 縮　　減

平成２５年から事業開始

整理統合 □ 廃　　止

一　般　財　源 8,513

8,511

その他特定財源

国　　　　　庫

財源内訳

指標

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 17,024

区　　　　　　分 平成25年度予算額 特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

の推移 成果 字幕付ビデオ等貸出件数

事業効果

-

指標

活動 字幕付ビデオ等制作件数 -

［事業内容］

-

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 -

事業終了
予定年度

その他

17,024 -

　
 業務内容：字幕（手話）付ビデオライブラリーの制作・貸出、手話通訳者等の養成・派遣、情報機器の貸出、聴覚障害者からの相談支援を行う情報提供施設の運営に助成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 16,952

[事業目的]

　聴覚障害者の社会生活を支援する情報提供施設の運営費補助を行い、自立と社会参加促進を図る。

事      業      名 聴覚障害者情報提供施設運営費補助金 含まれる事業数

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ □ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

26,177 26,486 24,477 25,865

26,015 26,486 25,865 26,000

26,015 26,025 25,865 26,000

622 635 660 669

35,666 35,567 30,477 28,112

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 26,000

[事業目的]

　視覚障害者の社会生活を支援する点字図書館の運営費補助を行い、自立と社会参加促進を図る。

事      業      名 点字図書館事務費補助金 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

26,035 0.0%

　
 業務内容：点字図書、声の図書(録音物）の貸出・閲覧、盲人向け図書の整備、点字・朗読奉仕員の指導育成を行う点字図書館の運営に助成
　事業主体：社会福祉法人福井県視覚障害者福祉協会　　　（負担割合）　国１／２、県１／２

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-0.1%

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 0.0%

個人登録者＋団体登録者数 

指標

活動 点字図書館利用登録者数 2.5%

の推移 成果 点字図書館貸出件数

事業効果

-7.4% 貸出件数（個人＋団体） Ⅳ

予　算　額　（単位：千円） 26,035

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫 13,017

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 13,018

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　点字図書館は県内唯一の視覚障害者に対する情報提供施設であり、多様なニーズがある。

■

　点字図書館は、視覚障害者の情報支援の拠点として多様なニーズに基づく情報提供を行うことか
ら、今後も継続して運営費を支援する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ □ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

3,948 3,948 3,948 3,948

3,948 3,948 3,948 3,948

3,948 3,948 3,948 3,948

983 906 737 836

0 2 0 0

2 4 4 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 3,948

[事業目的]

　あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許またはきゅう師免許を有する視覚障害者であって、自営または雇用されることの困難な者に対し施設を利用させるとともに、必様な技術の指導を行い盲人の自
立更生を図る。

事      業      名 盲人ホーム事務費補助金 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

3,948 0.0%

　
事業内容：はり師免許等を有する視覚障害者で自営しまたは雇用されることが困難な者に、施設を利用させるとともに必要な技術指導を行う盲人ホームの運営費を助成
事業主体：社会福祉法人福井県視覚障害者福祉協会　　（負担割合）国１／２、県１／２

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

0.0%

Ⅲ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 0.0%

指標

活動 施術人数 -4.4%

の推移 成果 利用者の就労実績（単年度）

事業効果

-

予　算　額　（単位：千円） 3,948

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 　　　〃　　　　（累計） 33.3%

国　　　　　庫

Ⅰ

1,973

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 1,975

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

 毎年、一定の施術実績もあり、技術の向上等も図られている。

■

 はり師免許等を有する視覚障害者の自立更生に有効であることから、今後も継続して支援する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

3 ■ ■ S48 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

7,344 7,354 7,397 7,402

7,324 7,391 7,389 7,394

7,240 7,295 7,389 7,336

44 46 50 54

124 201 226 218

1,041 723 503 485

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 3,677

[事業目的]

　手話奉仕員・手話通訳者の派遣や社会生活に必要な情報に関する学習機会の提供等により、聴覚障害者等のコミュニケーションの円滑化と社会参加の促進を目指す。

事      業      名 ろうあ者社会参加推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

3,860 -11.7%

 （１）手話通訳者設置事業
　　・障害福祉課内に手話通訳者を置き、来庁者に対する手話通訳や、各種会議等での手話通訳を行う。
 （２）手話通訳者制度支援事業
　　・市町間の手話通訳者の調整を行うとともに、手話通訳者特有の肩や腕の疾患についての健診を行う。
 （３）字幕入りビデオ貸出事業
　　・全国の字幕入りビデオライブラリー共同事業に参加し、共同制作される字幕入りビデオの供給を受け希望者に貸し出す。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-12.4%

Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 0.4%

指標 字幕ビデオ製作数 118 6.3%

活動 手話通訳者登録者数 7.1%

Ⅰ

の推移 成果 字幕ビデオ貸出件数

事業効果

-21.5% Ⅳ

予　算　額　（単位：千円） 3,860

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫

手話通訳者派遣事業は、１３年度から県事業として実施してきたが、１８年１０月
から市町の地域生活支援事業に移行。県は、手話通訳者の検診等の経費のみ負
担。
ろうあ者社会生活教室開催事業について、自主事業として取り込み

1,796

その他特定財源 264

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 1,800

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

聴覚障害者のコミュニケーションの確保、情報保障、社会参加を進める上で手話通訳者は重要な役
割を果たしている。また、社会生活教室や字幕ビデオ貸出は、聴覚障害者の日常生活に必要な情報
収集の場として有効である。 ■

 県内の聴覚障害者の社会参加を促進するために、聴覚障害者のニーズを踏まえながら、効果的な
方法で事業を継続していく。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

2 ■ ■ H13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 13 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

1,173 1,173 1,173 1,173

1,173 1,173 1,173 1,173

1,173 1,173 1,173 1,173

57 57 57 57

20 20 20 20

10,718 10,446 10,488 10,477

20 20 20 20

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 1,173

[事業目的]

 視覚障害者に対する迅速な情報提供や外出介護員の派遣あっせん等により、視覚障害者の社会参加の促進を図る。

事      業      名 視覚障害者社会参加促進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

1,173 0.0%

（１）視覚障害者情報提供円滑化支援事業
　　　インターネット等を用いて新聞等の最新情報を点訳・音訳化し、希望する視覚障害者に提供する。
　　　（委託先：福井県視覚障害者福祉協会）
（２）指定居宅介護事業者情報提供事業
　　　重度の視覚障害者等が県外に移動する際に目的地での外出介護員（ガイドヘルパー）を確保するための連絡調整を行う。
　　　（委託先：福井県視覚障害者福祉協会）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

0.0%

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 0.0%

指標 県内外ヘルパー依頼・調整数 0.0%

活動 視覚障害者情報資料作成数（1日当り） 0.0%

Ⅱ

の推移 成果 視覚障害者情報提供事業延利用件数

事業効果

-0.7% 利用件数＝点字提供数＋電話ナビ利用件数 Ⅲ

予　算　額　（単位：千円） 1,173

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 外出介護員情報提供利用者数 0.0% 利用者数＝県外希望者派遣数＋県内希望者依頼数

国　　　　　庫

Ⅱ

586

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 587

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　視覚障害者が情報をリアルタイムに入手することが可能であるほか、外出の機会や範囲拡大が図
られ、視覚障害者の社会参加が促進されている。

■

　障害者の情報バリアフリー化、社会参加を促進するため、今後も事業を継続する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

□
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

832 614 594 594

832 614 594 594

310 555 438 526

15 19 23 26

39 173 115 180

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　触手話や指点字等によりコミュニケーション等を支援する通訳・介助員を派遣することにより、
盲ろう者の自立と社会参加が促進されている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　盲ろう者の情報保障の確保や社会参加を促進するため継続して取組む。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

一　般　財　源 298

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 296

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 594

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

122.2% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 派遣時間数

事業効果 指標

活動 登録通訳・介助員数 20.3%

26.0%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 594

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-7.4%

　コミュニケーションおよび移動等の支援を行う盲ろう者向け通訳・介助員を派遣し、盲ろう者の自立と社会参加の促進を図る。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 594 -7.4%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　視覚と聴力に重複して障害のある盲ろう者の希望に応じ、触手話や指点字等によりコミュニケーション等を支援する通訳・介助員を派遣して情報保障及び移動等の介助を行うことにより、盲ろう者の自
立と社会参加の促進を図る。
　　委託先：社会福祉法人　光道園
　　対象者：視覚障害と聴覚障害の重複による障害程度が１、２級の障害者（様々なイベントや病院への通院の際に派遣）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ ■ H3 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 23 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

16,507 15,914 13,543 13,543

16,507 15,914 13,543 13,543

14,206 13,241 12,883 13,011

659 611 530 522

320 269 221 231

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　障害者からの人権問題等の様々な相談に応じ、権利擁護を図るとともに、パソコン等ＩＴ機器の
使用サポートによる情報バリアフリーの推進など、障害者の社会参加を促進している。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　障害者の社会参加・権利擁護のため、今後も継続して取組む。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 6,774

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 6,769

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 13,543

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-7.4% 身体＋知的＋精神 Ⅳ

身体＋知的＋精神 Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 障害者１１０番相談件数

事業効果 指標

活動

-2.8%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 13,543

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-4.6%

-9.8%

　障害の有無にかかわらず誰もが家庭や地域で明るく暮らすことができる社会づくりに向けて、障害者自らによる諸種の社会参加促進施策を実施する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 13,543 -4.6%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 障害者ITサポート体験件数

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 障害者社会参加推進事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

障害者社会参加推進事業
（１）障害者社会参加推進センターの設置運営、障害者ハートフル文化祭の開催。
（２）障害者の権利擁護を図るため相談窓口の設置、地区相談会の開催。
（３）障害者ITサポートセンターの設置、運営、障害者パソコン教室開催。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ ■ H11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

4,400 4,138 4,269 350

4,262 4,138 4,269 350

4,180 3,983 4,085 304

189 189 186 179

1 2 2 2

2,476 1,954 1,958 1,894

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　障害者の社会参加における地域の身近な相談窓口として重要な役割を果たす相談員の相談対応能
力を高め、障害者の抱える問題の早期解決の促進に役立っている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　障害者相談員の相談対応能力の向上を図るため、今後も研修会を継続する。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 175

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 174

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 349 平成22年度より研修会を年2回実施し、相談員活動を強化
平成23年度より身体障害者福祉相談員設置事業、知的障害者相談員設置事業、
障害者相談員活動強化事業の3事業を1本化
平成24年度より障害者相談員の設置を市町に事務移譲し、研修は引き続き年2回
実施

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-31.0% Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

の推移 成果 相談件数

事業効果 指標 講習会・研修会開催数 2 25.0%

活動 相談員数 177 -1.6% 身体障害者福祉相談員、知的障害者相談員

-48.7%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 349

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-23.7%

　身体および知的障害者の更正援護に関し、本人またはその保護者からの相談に応じ必要な指導・助言を行うとともに、関係機関の業務の円滑な遂行および県民の障害者思想の普及に資する業務を行う障
害者相談員を設置する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅲ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 349 -23.0%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 障害者相談員活動強化事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　（１）講習会・研修会開催
　　　　　相談員の対応能力向上のための講習会・研修会を開催
　
　　　　　委託先　（一社）福井県身体障害者福祉連合会

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

8 ■ ■ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

5,570 5,745 5,745 5,745

5,570 5,745 5,745 5,745

5,197 5,474 5,350 5,556

5 5 5 5

217 244 197 224

130 110 106 102

2,234 2,038 1,836 1,543

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　各種の生活訓練事業は障害者の日常生活、機能回復に有効である。また手話通訳、要約筆記の従
事者養成も、障害者のコミュニケーションを支援し社会参加の促進を図るために必要である。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　障害者の地域における自立活動と社会参加を促進するため、障害者のニーズも踏まえながら、効
果的な方法で継続していく。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 3,660

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 3,654

その他特定財源 1,969

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 9,283

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-7.6% Ⅳ

Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

の推移 成果 奉仕員等養成人数

事業効果 指標 社会訓練事業開催延べ件数 2.3%

活動 奉仕員等養成講座種別数 5 0.0%

2.3%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 9,283

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
16.2%

-11.5%

　身体障害者の社会生活能力の向上を図るための各種講座や訓練等を実施する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 9,283 16.2%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 社会訓練事業延べ参加者数

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 障害者生活訓練等事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

（１）点訳・朗読奉仕員養成事業　　　　点訳または朗読奉仕員を養成することにより、視覚障害者の福祉向上を図る。
（２）手話奉仕員・手話通訳者養成事業　手話奉仕員および手話通訳者を養成することにより、聴覚障害者の福祉向上を図る。
（３）音声機能障害者発声訓練事業　　　疾病等により喉頭を摘出し音声機能を喪失した者の発生訓練を行うことにより、社会復帰を促進する。
（４）要約筆記者養成事業　　　　　　　要約筆記奉仕員を養成し、聴力障害者の福祉向上を図る。
（５）視覚障害者生活向上訓練事業　　　視覚障害者に対して、家庭内、社会生活の中で必要な諸能力の訓練を行い、視覚障害者の生活文化の向上に資する。
（６）オストメイト社会適応訓練事業　　疾病等により人工肛門、人工膀胱を増設した者に対して、社会生活が行えるよう訓練指導し、社会復帰を促進する。
（７）腎臓機能障害者生活環境改善事業　腎臓機能障害者に対し、日常行動に役立つ各種の情報資料の提供等を行い、腎臓機能障害者の住みよい環境づくりを普及促進する。
（８）白杖訓練支援事業　　　　　　　　中途失明者等の視覚障害者に対して、歩行訓練士が白杖による歩行訓練を行うことにより、視覚障害者の社会参加を促進する。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ ■ H15 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

120 228 228 228

120 228 228 228

99 210 228 180

6 6 6 6

12 17 18 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　補助犬の健康維持と障害者の経済的負担軽減が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　身体障害者の自立と社会参加を推進するため、継続する。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 228

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 228

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

10.3% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 健康診査実施回数

事業効果 指標

活動 県内補助犬数 5 0.0% 盲導犬＋介助犬

33.2%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 228

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
22.5%

　身体障害者補助犬の衛生管理を獣医師会に委託し、使用者の経済的な負担の軽減を図る。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 228 22.5%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 身体障害者補助犬衛生管理支援事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

身体障害者補助犬の衛生管理に必要な経費を獣医師会に委託して実施。（県内５頭）
・健康診査（３回）　　　　　９，０００円／頭
・狂犬病予防接種　　　　　　２，５００円／頭
・混合ワクチン接種　　　　１０，０００円／頭
・犬フィラリア症抗原検査　　１，５００円／頭
・犬フィラリア症予防薬　　１５，０００円／頭

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ ■ H11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

1,554 1,534 1,409 1,404

1,554 1,534 1,409 1,404

1,413 1,408 1,338 1,404

17 17 17 17

6,138 6,355 6,998 7,578

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 1,409

[事業目的]

　各市町が実施している重度障害者のタクシー利用料金の助成制度において、タクシー会社から各市町への代金請求支払業務を一元化し、効率化を図る。

事      業      名 福祉タクシーチケット共通化促進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

1,409 -2.4%

　タクシーチケット利用代金の請求・支払い業務を県タクシー協会へ委託し一元化することにより、障害者が福祉タクシーチケットを利用して県内どこでもどのタクシーにでも乗車できる体制の運用を図
る

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-2.4%

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 -0.1%

指標

活動 実施市町数 17 0.0%

の推移 成果 タクシーチケット取扱件数

事業効果

7.3% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 1,409

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 1,409

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　重度障害者の移動が支援されているとともに、各市町の助成制度の円滑な運用が図られている。

■

　各市町のタクシー代金助成制度の円滑な運用のため、今後も継続する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

3 ■ ■ S38 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 51 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

12,435 14,462 12,136 12,261

13,596 13,835 10,591 13,710

13,550 13,780 10,591 13,136

25 25 － －

1,019 1,032 － －

294 477 406 422

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 11,933

[事業目的]

　障害者のスポーツへの参加機会の提供や選手育成を行いながら、障害者の健康増進と社会参加を促進する。

事      業      名 障害者スポーツ総合振興事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

11,933 -1.3%

 １．障害者スポーツ普及促進事業
　　 障害者スポーツに関する情報収集・発信、相談、サークルコーディネート等を実施する。
 ２．全国障害者スポーツ大会選手団派遣事業
　　 全国障害者スポーツ大会に福井県選手団を派遣する。
 ３．福井県障害者スポーツ大会開催事業
　 　障害者のスポーツの県大会を開催する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-0.4%

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 0.9%

23年度から別事業（障害者スポーツに親しむ環境づくり事業）で体験教室開催

指標

活動 チャレンジ教室実施回数 － 0.0%

の推移 成果 チャレンジ教室参加人数 －

事業効果

1.3% 〃 Ⅱ

予　算　額　（単位：千円） 11,933

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 障害者スポーツ相談件数 17.1%

国　　　　　庫

・平成19年度をもって重度障害児スポーツチャレンジ事業を廃止。
・平成20年度から障害者スポーツ教室開催事業（上級者レッスン）、障害児者ス
ポーツチャレンジ事業、障害者スポーツ相談・コーディネート強化事業の実施。
・平成23年度から障害者スポーツ指導員養成、障害者スポーツ教室を別事業に
再編。

Ⅰ

3,766

その他特定財源 0

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 8,167

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　障害者スポーツに関する情報発信や県大会の開催により、スポーツを通じた障害者の自立と社会
参加が図られている。

□

平成26年度に「しあわせ福井スポーツネットワーク（仮称）」を設立し、障害者スポーツ振興を支
える仕組みを整備するとともに、障害者スポーツの総合的な推進および社会参加のため、競技力向
上、スポーツの普及拡大を行い、障害者スポーツの振興を図る。 見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千円

■□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ ■ Ｈ23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

9,249 6,999

9,249 6,099

4,412 5,945

9 27

152 183 411

10 16 26

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 10,422

[事業目的]

　平成30年に福井県で開催される、全国障害者スポーツ大会に向け障害者がスポーツに親しむ環境や指導を受ける機会を提供する

事      業      名 障害者スポーツに親しむ環境づくり事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

国体めざす県民スポーツ、生活の中に楽しむ県民文化 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

8,822 5.3%

（１）選手育成
①障害者スポーツサークル育成②障害者スポーツ体験教室③障害者スポーツレベルアップ講習会
（２）指導者養成
①指導者スポーツ指導員（初級）養成②障害者スポーツ指導員（中級）養成③競技団体指導者向け障害者スポーツ指導員養成講習会

（単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

12.3%

Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 34.7%

指標

活動 体験教室実施回数 60 161.1%

の推移 成果 活動者数 472

事業効果

53.3% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 8,822

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 障害者スポーツ指導員数（中級） 61.3%

国　　　　　庫

平成25年度から全国障害者スポーツ大会開催準備事務費を国体推進課へ取り込
み

Ⅰ

1,251

その他特定財源 6,319

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 1,252

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　指導者スポーツ競技の選手育成、指導者育成を23年度から体制を整えて計画的に実施している。

□

平成26年度に「しあわせ福井スポーツネットワーク（仮称）」を設立し、障害者スポーツ振興を支
える仕組みを整備するとともに、平成30年度の全国障害者スポーツ大会を契機に競技力向上、ス
ポーツの普及拡大を行い、障害者スポーツの振興を図る。 見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

■□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ □ S47 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 42 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

120 120 120 120

120 120 120 120

120 120 120 120

75 49 49 49

315,000 88,200 88,200 49,000

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

休　　止

そ の 他

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □

完　　了

終期の見直し
　補助具斡旋経費の負担軽減が図られている。

■ 継　　続 □

　脊髄損傷者の負担軽減のため、継続する。

見　直　し　額

□ 廃　　止

その他特定財源

拡　　充

[事業の評価]

千　円

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

整理統合 □

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 120

財源内訳

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 120

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-38.8% 採尿袋購入数 Ⅳ

指標

の推移 成果 あっせん件数

事業効果 指標

［事業内容］

0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動 あっせん対象者数 Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

0.0%

-11.6%

事業終了
予定年度

その他

120 0.0%

　　身体障害者補助具あっせん事業
　　　脊髄損傷者に対し必要な補助具（採尿袋）を一括購入し市価より安価であっせんすることにより、脊髄損傷者の健康と経済の安定を図る。
　　　　対象者　：　脊髄損傷者（福井県車椅子の会会員）
　　　　委託先　：　福井県車椅子の会

　 （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 120

[事業目的]

　脊髄損傷者の俳尿に必要な補助具を一括購入し安価であっせんすることにより、負担軽減を図る。

事      業      名 身体障害者補助具あっせん事業 含まれる事業数

障害福祉課

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ □ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

- - 1,054 1,054

- - 1,054 1,054

- - 1,016 1,019

4 4

302 302

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

健康福祉 部（庁）

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

障害福祉所　　属

[事業目的]

　県身体障害者福祉連合会の会報の点訳・音訳化に助成し、視覚障害者がより多くの情報に触れられる機会を提供する。

実行予算

補 助 金

そ の 他

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け 法定受託事務その他

事 業
区 分

経過年数

国　庫

事務区分県　単

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事      業      名 障害者情報誌点訳・音訳化事業補助金 含まれる事業数

　１．事業概要：障害者情報誌点訳・音訳化事業（県身体障害者福祉連合会の会報（年４回）の点訳版、録音テープ版を作成、配布）
　２．実施主体：社団法人　福井県身体障害者福祉連合会
　３．補助率　：１０／１０　（負担割合　国１／２　県１／２）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

0.3%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 1,054 0.0%

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

指標

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,054 0.0%

決 算 額 の 推 移

活動 配布回数 0.0%

の推移 成果 配布数

事業効果 指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

0.0% Ⅱ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,054

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

平成23年度から障害者社会参加推進事業より補助金化

一　般　財　源 528

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 526

その他特定財源

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　点訳・音訳化された情報は、視覚障害者の社会参加を進める上で非常に有効であり、今後も継続
していく。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

視覚障害者に対する福祉制度や社会参加に係る情報提供、周知に貢献している。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ □ H25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ H25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属

実行予算

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

第６６回全国盲人福祉大会（福井大会）開催費補助金 含まれる事業数

部（庁）

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

障害福祉

自 治 事 務

県　単 補 助 金

健康福祉

○大会運営に直接関係する必要不可欠な経費の３分の１を補助
　大会費、研究分科会、司会者・アトラクション出演者の謝礼、大会歓迎・案内・会場設営用消耗機材費、
　ボランティア交通費、大会資料等印刷費、会場費・会場設営用資機材・映像・音響・照明機器等借上経費

【大会概要】
　開催期日　平成２５年６月２１日（金）～２３日（日）
　開催場所　グランディア芳泉、サンドーム福井

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

-

　全国の視覚障害者が一同に会し、自立と社会参加および福祉向上に向け、視覚障害者が直面する諸問題について研修討議を行う大会の開催経費の補助を行う。

［事業内容］

福井新々元気宣言におけ
る位置付け

経過年数 事務区分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,000 -

-

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 3,000

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-

活動 大会参加者数 1,800 -

の推移 成果

事業効果 指標 -

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 3,000

区　　　　　　分 平成2５年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 3,000

[事業の評価]

・平成25年度のみの単年度事業

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平成25年度のみの単年度補助金のため、事業完了

見　直　し　額

　大会には約1,800名が参加し、視覚障害者が直面する諸問題について研修討議を行い、自立と社
会参加および福祉向上に寄与した。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

△ 3,000 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

■ 完　　了

そ の 他
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ □ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

120 120

120 120

120 120

5 5

561 577

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 120 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

■ 完　　了

そ の 他

身近な地域でのスポーツ大会やレクリェーション大会の開催により、障害者の体力維持、交流に貢
献した。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

各地域における障害者の社会参加、障害者スポーツ普及の役割を果たしたため、事業完了。

見　直　し　額

一　般　財　源 120

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 120 平成23年度から障害者スポーツ総合振興事業より補助金化

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

2.9% Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 大会参加者数

事業効果 指標

指標

活動 大会回数 0.0% Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　障害者の体力維持、社会参加の促進を図るため、県身体障害者福祉連合会が県内各地域で開催しているスポーツ大会開催経費を助成する。

［事業内容］

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 120

120

0.0%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

0.0%

決 算 額 の 推 移

0.0%

　１．事業概要：身体障害者関係団体補助事業（県身体障害者福祉連合会が県内各地で行うスポーツ大会の開催費用を助成する）
　２．実施主体：社団法人　福井県身体障害者福祉連合会
　３．補助率　：定額

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 身体障害者関係団体補助金 含まれる事業数

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け 法定受託事務

事 業
区 分

所　　属 健康福祉

その他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 障害福祉

自 治 事 務

県　単 補 助 金 経過年数

国　庫 実行予算

事務区分
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ ■ H16 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

3,175 2,739 2,461 1,775

3,175 2,739 2,097 1,592

3,171 1,884 2,067 1,547

2 -             -             -             

710 829 839 842

3,315 4,209 5,231 6,546

-             -             -             158          

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 1,644

障害者や高齢者を含むすべての人が自由に社会参加できる豊かで住みよいまちづくりを促進するため、お互いを思いやる「こころのバリアフリー」の普及・啓発および施設のバリアフリー化の促進を図
る。

事      業      名 バリアフリーのこころ育成事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

1,527 -20.4%

　（１）「こころのバリアフリー」啓発
　　　　　マスコミを活用したスポットCMを12月の障害者週間に放送
　（２）身体障害者等用駐車場「ハートフル専用パーキング」利用証制度
　　　　　身体障害者等用駐車場を利用できる対象者を明確化し、県内共通の利用証を申請に基づき発行
　（３）バリアフリー表示証制度
　　　　　施設のバリアフリー整備状況を利用者にわかりやすく表示する制度を県内施設に普及する
　

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-14.8%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 -18.7%

指標 ハートフル専用パーキング協力施設 6.1%

活動 バリアフリー研修開催数 -               -

Ⅰ

の推移 成果 ハートフル専用パーキング利用者証発行数（累計）

事業効果

25.5% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 1,527

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 バリアフリー表示証交付件数（累計） -

国　　　　　庫

19年度から「ハートフル専用パーキング」利用証制度を開始
20年度、アンケート調査を実施し、課題を整理し改善策の検討を行い、21年度から一層の広
報啓発を実施。講習会は21年度で終了。
23年度から「こころのバリアフリー」啓発活動を実施
24年度からバリアフリー表示証制度を開始
24年度からハートフル専用パーキング制度の全国相互利用を開始（平成26年2月現在31府
県）

563

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 964

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　ハートフル専用パーキングの利用登録者、協力施設は年々増加しており、制度の普及が図られて
いる。
　24年7月から運用を開始した施設のバリアフリー整備状況をわかりやすく情報提供するバリアフ
リー表示証制度は、25年度末時点で260施設に表示証を交付し、県内施設に普及が進んでいる。

□

　身体障害者等用駐車場の適正利用を図るため、ハートフルパーキング制度を今後も継続する。
　バリアフリー表示証制度を普及させるため、引き続き企業や団体に導入を依頼するとともに、チ
ラシやＣＭを活用し、県民への周知に努める。なお、需用費、通信運搬費を削減した。 見　直　し　額

■ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

△ 222 千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止

― 21 ―



別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ・Ｔ

1 □ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 21年度 22年度 23年度 24年度

0 133,490 108,522 0

16,799 114,503 107,919 0

6,682 45,447 68,665 106,522

1 2 2 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属 健康福祉 部（庁） 障害福祉

自 治 事 務

県　単 補 助 金 経過年数

国　庫

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事      業      名 鉄道駅エレベーター整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

元気な国土

法定受託事務県土に活気の高速交通時代 その他

実行予算

事務区分

-

（１）補助対象駅　　 国土交通省の補助採択を受け、地元市町が補助を行う駅（国１／３、自治体１／３、事業者１／３）
（２）補助対象設備　 エレベーター、手すり、誘導・警告ブロック、音声誘導装置など
（３）補　 助  率　　国補助対象経費の１／６以内で、かつ、市町が補助する額の１／２以内　（負担割合：国１／３、県１／６、市１／６、事業者１／３）
（４）事 業 箇 所    Ｈ２１～２３　①ＪＲ武生駅  エレベーター（２基）付き跨線橋、誘導・警告ブロック、音声誘導装置他    ○工程　２１～２２年度
                                   ②ＪＲ敦賀駅　エレベーター（４基）付き跨線橋、誘導・警告ブロック、音声誘導装置他    ○工程　２１～２３年度（繰越24年度完了）
　　　　　　　　　　 Ｈ２５～２６　①ＪＲ芦原温泉駅　　エレベータ（３基）、ホーム増設、触地案内図設置他　　　　　　　　○工程　２５～２６
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②ＪＲ鯖江駅　　　　エレベーター（２基）付き跨線橋、スロープ新設、触地案内図設置他　○工程　２５～２６

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

[事業目的]

県内主要駅におけるエレベーター設置などのバリアフリー化整備に対して支援することにより、障害者や高齢者が社会参加しやすい福祉のまちづくりを推進する。

［事業内容］

福井新々元気宣言におけ
る

 位 置 付 け

指標

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,741 -

決 算 額 の 推 移 228.8%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 4,741

活動 バリアフリー化整備助成駅数(累計) 2 25.0% 芦原温泉駅、鯖江駅

の推移 成果

事業効果 指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

0

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 4,741

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 4,741

[事業の評価]

国土交通省「移動等円滑化の促進に関する基本方針」
乗降客5,000人／日以上の駅を22年度末までにバリアフリー化
→　H23.4.1改正　3,000人／日以上の駅を32年度末までにバリアフリー化

H25以降整備予定　　　芦原温泉駅　　鯖江駅
財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

県内の残る主要駅である芦原温泉駅、鯖江駅について、エレベーター設置等によるバリアフリー化
整備を推進する。
２６年度当初予算に両駅のエレベーター整備補助予算を計上（国採択が必要） 見　直　し　額

主要な鉄道駅のバリアフリー化により、高齢者や障害者が利用しやすくなり、社会参加が促進され
ている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ □ S44 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 45 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

12,978 12,114 12,654 12,672

11,314 11,772 11,838 12,672

10,858 10,580 10,851 11,739

7,876 7,475 7,492 7,663

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　重症心身障害者の経済的負担の軽減が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
障害者の経済的負担を軽減するために必要な手当であり、継続する。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 12,366

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 12,366

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅲ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果

事業効果 指標

活動

2.7%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 12,366

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-1.1%

-0.9%

　在宅の重症心身障害児（者）または、その介護者にその負担の一助として手当を支給することにより心身障害児（者）の福祉の向上を図る。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 12,366 2.3%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 助成件数（支給延人員）

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 重症心身障害児（者）福祉手当支給事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　在宅の重症心身障害児(者)に対して、その障害によって生じる負担の一助として手当を支給
　　実施主体：　市町（負担割合　県1/2、市町1/2）
　　支給額　：　3,000円／月
　

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ □ S48 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

1,400,000 1,440,000 1,450,000 1,490,000

1,469,557 1,483,290 1,517,894 1,562,274

1,442,132 1,463,287 1,501,408 1,529,809

100% 100% 100% 100%

512,799 504,944 520,178 530,721

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　重度障害者の医療費負担の軽減が図られている。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　障害者の医療費負担軽減に必要な事業であり、引き続き実施する。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 1,582,874

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,582,874

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

の推移 成果

事業効果 指標 医療無料化実施市町村 100% 0.0%

活動

2.0%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 1,510,000

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
1.9%

1.2%

　重度心身障害者(児）に医療費の自己負担分を助成することにより、健康保持を図り、障害の重度化を防止し、重度心身障害者（児）の福祉増進に資する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,582,874 1.9%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 医療無料化件数

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 重度心身障害者（児）医療無料化対策事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　重度心身障害者(児）の医療費（全ての疾患を対象）の自己負担分を助成
　　補助対象者：身体障害者１・２・３級、療育手帳Ａ１・Ａ２・Ｂ１を持つ心身障害者（児）＜所得制限あり＞
　　補助内容　・市町が重度心身障害者（児）に対して行う医療費の助成に対して、県が経費の１／２を補助

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ □ S53 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 36 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

20,700 18,600 17,700 17,100

19,495 22,152 17,700 17,100

13,834 17,318 14,757 9,724

49 57 52 37

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 16,500

[事業目的]

　重度身体障害者が日常生活に著しい支障があるため住宅を改造する必要があるとき、その費用の一部を助成し、負担を軽減する。

事      業      名 重度身体障害者住宅改造助成事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

15,763 -3.3%

　重度の視覚障害者または肢体不自由者が、居住する住宅（玄関、台所、便所、洗面所、浴室等）を改造する場合、経費の一部を助成
　　実施主体：市町（負担割合　県1/2、市町1/2）
　

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-5.5%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 -7.9%

指標

活動

の推移 成果 助成件数

事業効果

-7.1% Ⅳ

予　算　額　（単位：千円） 15,763

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 15,763

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　障害者の自宅での生活のための住宅改造、住宅内のバリアフリー化が促進されている。

□

　障害者ができる限り住み慣れた自宅で自立した生活が送れるよう引き続き支援していく。
　なお、補助金の額について、実績に併せ精査した。

見　直　し　額

■ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

△ 4,950 千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 ■ ■ H 8 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 18 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

10,386 10,580 10,580 10,580

10,580 10,580 10,580 10,580

10,580 10,372 9,565 10,580

2 2 2 2

487 524 546 621

10,773 9,483 8,699 8,167

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　障害者の就労および生活に関する相談支援の需要は年々増加傾向にある。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　障害者の就業と地域生活の安定を図り、障害者福祉の向上の重要な役割を担っていることから、
継続して実施していく。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 5,290

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 5,290

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 10,580 ２０年度に嶺南地域にセンター１ヶ所設置

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-8.8% Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

の推移 成果 相談支援件数

事業効果 指標 登録者数 8.5%

活動 実施箇所数 2 0.0% 平成18年10月から知的障害者支援センターの実施主体は市町に移行

0.3%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 10,580

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
0.5%

　地域において就労している障害者の相談対応、地域生活に必要な支援を行うことにより、障害者の生活の安定と福祉の向上を図る。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 10,580 0.0%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 障害者就業・生活支援センター事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　障害者就業・生活支援センターの設置（ふくい福祉事業団、敦賀市社会福祉事業団に委託）
　　・生活支援員の配置
　　　　障害者の就業相談、指導
　　・併設施設および提携施設の設置
　　　　「提携施設」等を設置し、就業に必要な基礎訓練等を実施

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ ■ H1 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

4,850 4,629 1,829 1,829

4,029 4,629 1,829 1,829

3,955 1,829 1,829 1,829

112 99 99 98

2,494 2,365 2,373 2,404

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 724 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

心身障害者の日常生活、文化的生活に有効な教室であり、ニーズも高い。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

■ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

地域の知的障害者の生活を豊かにするための事業であり、引き続き継続していく。
なお、事業費について見直しをした。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 915

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 914

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,829 心身障害者社会活動参加総合推進事業　15年度より国庫メニュー変更（心身障
害者ボランティア活動参加促進事業廃止）
知的障害者スポーツ大会開催事業　23年度より県障害者スポーツ大会に統合

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅲ

〕　　　＝　　　〔

Ⅲ

の推移 成果

事業効果 指標 地域生活体験学習等実施回数 -4.2%

活動

-17.9%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 1,829

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-16.3%

-1.2%

　地域の知的障害者やその保護者のために、助言・指導や各種社会参加活動、啓発活動を行う団体への助成を行うこと等により、誰もが明るく暮らせる社会づくりを促進する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,829 -11.4%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 地域生活体験学習等参加延人数

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 心身障害者社会活動総合推進事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　心身障害者社会活動総合推進事業
　　　　心身障害者地域生活体験学習事業、心身障害者文化スポーツ活動促進事業

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ □ S46 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

513 513 513 513

513 513 513 513

513 513 513 513

1 1 1 1

162 110 30 50

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

健康福祉 部（庁）

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

障害福祉所　　属

[事業目的]

　知的障害者等の福祉向上のため、各種活動を助成

実行予算

補 助 金

そ の 他

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け 法定受託事務その他

事 業
区 分

経過年数

国　庫

事務区分県　単

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事      業      名 知的障害者関係団体補助金 含まれる事業数

　１．事業概要：心身障害児（者）関係団体補助金（知的障害者に対する更生援護、障害者福祉に対する啓発活動を助成する）
　２．実施主体：ＮＰＯ法人　福井県手をつなぐ育成会
　３．補助率　：定額

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

［事業内容］

0.0%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 513 0.0%

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

指標

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 513 0.0%

決 算 額 の 推 移

活動 福祉大会の開催数 0.0%

の推移 成果 福祉大会の参加人数

事業効果 指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-12.7% Ⅳ

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 513

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 513

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

今後も知的障害者および保護者の福祉向上のため、研修会や啓発活動等に対し助成していく。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

知的障害者及びその保護者に対し、研修会における事例検討会や広報誌発行等の啓発活動を行うこ
とで、知的障害者の福祉向上が図られた。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 ■ ■ H20 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

5,772 4,497 1,404 2,368

5,772 5,732 2,368 2,368

5,378 5,326 1,158 1,130

100 100 95 104

16,621 17,918 19,191 19,548

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　アドバイザー派遣により、各施設における新製品の開発やＡ型事業所の参入が進み、賃金アップ
に効果がある。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　施設を利用している障害者の経済的自立を支援するため、賃金の更なる向上に向け継続して事業
を実施していく。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 1,243

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 896

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,139

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

5.6% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 利用者月額平均授産賃金（国単価）

事業効果 指標

活動 アドバイザー派遣回数 129 1.5%

-27.2%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 2,139

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-8.0%

　障害者が能力に応じて企業の従業員と同じ職場で業務を分担する新しい就労形態を推進するとともに、障害者施設の新しい分野への事業進出を支援する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,139 -17.3%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 障害者就労支援事業 含まれる事業数

元気な社会

実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務すぐれた医療と支え合いの福祉 その他

事 業
区 分

①新しい就労形態の普及および拡大
②県庁での新しい就労形態実施
③新しい分野への事業進出への支援
④製造・作業の技術力の向上
⑤就労継続支援Ａ型事業所の参入促進

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

2 ■ ■ H18 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

26,744 26,509 27,334 27,327

26,744 26,509 27,334 27,327

26,744 26,509 27,334 27,327

143 208 216 200

2,814 4,312 3,952 3,481

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　発達障害児者は増加傾向にあるといわれており、社会の関心も高く、相談支援の件数は年々増加
している。また、高校２年生を対象に企業等への職業実習を含んだ就労準備講座を実施する等発達
障害児の就労支援にも力を入れている。 ■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も発達障害者支援の中核施設として運営する。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 13,736

[事業の評価]

センターでの適切な支援により、発達障害者の地域社会への参加が促進される。

財源内訳

国　　　　　庫 13,735

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 27,471

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

11.0% H21～相談件数のカウント方法変更 Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 相談支援件数

事業効果 指標

活動 研修会・講演会開催数 14.0%

0.7%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 27,471

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
0.7%

　自閉症や学習障害等の発達障害のある障害児等に対する支援を総合的に行う拠点として発達障害児（者）支援センターを設置し、発達障害児（者）および家族や関係機関等への相談支援を行うことによ
り、発達障害児（者）の福祉の向上を図る。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 27,471 0.7%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 発達障害児（者）支援センター運営事業 含まれる事業数

元気な社会

実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務すぐれた医療と支え合いの福祉 その他

事 業
区 分

（１）発達障害児（者）支援センター連絡調整会議の開催
（２）発達障害児（者）支援センターの業務内容
　①発達障害児（者）およびその家族、関係機関等への相談支援
　②療育および就労を希望する発達障害児（者）への発達支援、就労支援
　③関係機関等との連絡調整職員等への研修および情報提供
　
　委託先　（福）ウエルビーイングつるが

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 ■ ■ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

- 6,412 6,373 12,660

- 7,488 6,778 8,520

- 7,405 6,692 8,333

- 12 17 4

- - - -

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 8,659

[事業目的]

　自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害等の発達障害を有する障害児者およびその境界域の者で支援が必要なものについて、乳幼児期から成人期までの各ライ
フステージに対応する一貫した支援体制の整備を図り、発達障害児者等の地域における生活を支援する。

事      業      名 発達障害者支援体制整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

8,659 6.0%

　（１）発達障害者支援体制整備検討委員会の設置
　　　　・各市町の個別支援計画作成状況調査および評価　　　　　　　　　　　　・発達障害に関する理解促進のためのパンフレットの作成
　（２）家族支援体制整備事業（社会福祉法人に委託）　　　　　　　　　　　　　・ペアレントメンター養成等
 （３）市町支援体制整備
　　　　・サポートコーチの配置（社会福祉法人に委託）　　　　　　　　　　　　・支援体制モデル事業の実施
　　　　・委員会による計画作成状況調査結果に基づき、作成が進んでいない市町への指導・助言
　　　　・先進的支援体制整備の促進

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

22.1%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 7.4%

指標 サポートコーチによる指導対象市町 17 96.7%

活動

Ⅰ

の推移 成果

事業効果

予　算　額　（単位：千円） 8,659

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 支援体制整備推進市町 - - 福井県方式支援ツール導入の具体的検討検討市町数

国　　　　　庫 4,329

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

■ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 4,330

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

サポートコーチによる指導は、平成２４年度から実施している４市町でのモデル事業実施に加え
て、平成２５年度は、他の市町にも全て市町サポートコーチが巡回し、各市町での体制整備のため
の指導・助言を行った。 □

福井県方式支援ツールを普及・定着させるとともに、それを活用するため市町の支援体制の構築を
促進する。また、二次障害を発症するなどの困難事例に対応するため、市町の指導をしていた市町
サポートコーチ１名を２名に拡充し、発達障害者地域支援マネジャーとして、地域の事業所への指
導助言や医療機関と連携し、支援体制を強化する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 □ ■ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 25 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 4 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

- 3,004 3,004 1,816

- 1,207 1,297 1,550

- 1,008 1,292 1,231

- 18 21 26

- 7 6 8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　発達障害専門研修の受講により、対応力の向上につながっている。
　受講者は必ず伝達講習を行い、成果を広めているが、市町によって受講意欲に格差が見られる。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　発達障害者への対応力強化のため、継続する。
　第５次障害者福祉計画に基づき、児童発達支援センターの機能強化のため、重点的な人材養成を
行う。 見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 0

[事業の評価]

中央研修受講者が伝達研修を実施することにより、研修成果の拡大を図り、市町の
発達障害児者支援体制の充実を促進する。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 1,926

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,926

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

31.3% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 伝達研修等により療育機能強化につながった機関 14

事業効果 指標

活動 研修受講者数 49 43.0% 市町１０名、こども療育センター５名、児童発達支援センター等１５名

11.7%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 1,926

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-11.2%

　障害児の療育は早期発見・早期支援が重要であり、特に近年増加している発達障害については、コミュニケーションなど社会性に困難さを抱える障害特性上、医療機関などの専門機関に加え地域療育の
場（市町保健センター、子育て支援センター、保育所等）においても支援の充実が求められている。このため、市町において発達障害児等支援の中核を担う人材育成と市町をバックアップする医療機関等
職員の医学的最新知見習得のため、国立精神・神経センター等が実施する研修受講費用を助成し、受講を促進する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,926 17.1%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 発達障害児等療育機能強化人材育成事業 含まれる事業数

元気な社会

実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務すぐれた医療と支え合いの福祉 その他

事 業
区 分

　（１）市町職員等の研修受講助成　　　　 　　 保健師、保育士、療法士等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊市町の推薦に基づき各市２名／年、各町１名／年
　（２）地域療育拠点病院職員の研修受講助成　　　委託病院医師、療法士等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊常勤小児科医のいる病院のみ、各拠点２名／年×２か所
　（３）こども療育センター職員の研修費負担　　　医師５名／年、作業療法士・理学療法士・言語聴覚士・心理士・保育士　各１名／年

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ □ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

37,254 46,860 54,574 63,842

49,650 56,146 65,671 74,135

49,480 55,922 65,273 72,376

100% 100% 100% 100%

1832 1988 2260 2462

39,412 43,625 50,086 56,004

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 70,548

[事業目的]

　重度の精神障害者の通院医療費の自己負担分を無料化することにより、適切な受診を促し障害の重度化の防止を図る。また、経済的負担を軽減することで、地域における安心して安定した生活の確保を
支援する。

事      業      名 重度精神障害者医療無料化対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

80,294 14.3%

　重度精神障害者の通院医療費（全ての疾患を対象）の自己負担分を助成
　　補助対象者：精神障害者保健福祉手帳１級または２級を持ち、かつ自立支援医療（精神通院公費）受給証を持つ精神障害者＜所得制限あり＞
　　補助内容　：市町が重度精神障害者に対して、通院医療費を助成　　（市町１／２　　県1／2）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

17.4%

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 13.5%

指標

活動 実施市町の割合 100% 0.0%

の推移 成果 対象者数

事業効果

10.4% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 80,294

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 医療無料化件数 12.4%

国　　　　　庫

Ⅰ

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 80,294

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　精神障害者の通院医療費負担の軽減、障害の重度化の防止に一定の効果がある。

■

　精神障害者の通院医療費負担の軽減、障害の重度化の防止のため、助成を継続する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ ■ S62 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 27 年 □

 2１年度  22年度  23年度 24年度

8,056 6,552 4,880 1,508

5,754 4,867 1,886 1,508

5,688 4,609 1,735 1,383

11 9 10 5

2,855 2,305 1,575 692

3 7 3 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　25　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 1,504

[事業目的]

　回復途上にある精神障害者が協力事業所（一般企業）における訓練を通して、対人関係、仕事に対する集中力を養い、就労可能な状態になるよう支援する。

事      業      名 精神障害者社会適応訓練事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

390 -42.7%

　精神障害者の仕事を通した社会適応訓練を、精神障害者の社会復帰に理解のある事業所（一般企業）に委託して実施する。
　　・事業所への協力奨励金：２,０００円／日・人

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-28.4%

Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 390 -43.4%

訓練協力事業所数

指標

活動 協力事業所数 2 -29.3%

の推移 成果 訓練延べ人日 410

事業効果

-35.7% 訓練者数×訓練日数 Ⅳ

予　算　額　（単位：千円） 390

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 社会復帰人数（訓練後就職人数） 2 3.2%

国　　　　　庫

・平成１５年度に福井県精神障害者社会適応訓練事業実施要綱および同事務取
扱要領の見直しを行った。（訓練日数の見直し）
・訓練対象者、事業所の決定は県規則に規定した運営協議会で実施していたが、
平成20年度から附属機関を廃止し判定検討会として実施
平成23年度に判定検討会を廃止
平成25年度で本事業を終了

Ⅱ

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 390

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 ■

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

前年度の継続者を対象に2名が訓練を実施。上半期で2名が訓練事業所で雇用となり終了する。

□

訓練者の減少、障害者総合支援法によるサービス事業所の就労支援、労働局による障害者雇用事業
があり、本事業については、25年度で完了。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

△ 1,504 千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 ■ ■ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

21年度  22年度  23年度  24年度

7,173 6,722 4,405 4,793

5,713 4,958 4,405 4,620

4,515 2,622 2,775 3,727

6 6 7 7

376 321 440 563

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 181 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　毎年の研修の充実により、人材育成につながっている。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

■ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

全ての障害福祉サービス等利用者へのサービス等利用計画の作成が義務付けられたことから、計画
作成のための相談支援にあたる相談支援専門員の拡充およびスキルアップに努め、相談支援機能の
強化を図っていく。また、平成26年度からは強度行動障害支援者養成研修を新たに開催し、支援の
難しい強度行動障害者への支援方法を学ぶことで、県内の障害福祉サービスの質の向上を図る。な
お、旅費を削減した。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 2,350

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 1,973

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 4,323

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

16.8% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 研修受講者数

事業効果 指標

活動 研修開催回数 5.6%

-0.6%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 4,323

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-10.4%

　障害者の自立した地域生活を支援するため、障害者総合支援法に基づく制度が適正かつ円滑に施行できるよう、また、良質の障害福祉サービスが確保されるよう、人材育成等を実施する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,323 -6.5%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 障害者自立支援制度施行円滑化事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　（１）不服審査会運営事業
　（２）県障害者自立支援協議会運営事業
　（３）専門職員育成事業
　　　　相談支援事業者研修、サービス管理者責任者研修、行動援護従事者研修、市町障害程度区分認定等研修、専門コース別研修

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

0 41,415 40,197 52,239

56,752 41,415 40,197 52,239

52,940 39,383 41,819 48,971

5 6 7 7

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

実行予算

そ の 他

県　単 補 助 金

障害福祉 社会参加支援・自立支援

含まれる事業数

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

すぐれた医療と支え合いの福祉

自 治 事 務

経過年数

法定受託事務

事業終了
予定年度

国　庫

　実施主体：市町
 対象事業：①訪問系サービスの支給額が国庫負担基準額を超過し、かつ訪問系サービスの全体の利用者数に占める重度訪問介護対象者の割合が１０％を超える市町（地域生活支援事業、国庫補助）
　　　　　  ②地域生活支援事業の対象外の市町および対象となるがなお国庫負担基準額の超過額のある市町（地域生活支援事業の補助対象市町にあっては、地域生活支援事業による補助を優先適用とする。）

事務区分
事　業
開　始
年　度

[事業目的]

事      業      名
事 業
区 分

その他

　訪問系サービス利用者全体に占める重度障害者の割合が高いことなどにより、訪問系サービスの支給額が国庫負担基準を超えた市町に対し、一定の財源支援を行い、重度障害者の地域生活を支援する。

［事業内容］

訪問系サービス支援事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

7.6%

25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 49,986

当　初 予 算 額 の 推 移 51,801

決 算 額 の 推 移

14.6%

区　　　　　　分

の推移 成果

活動

11.6%

事業効果 指標 国庫負担基準額を超過している市町数 9 16.3% Ⅳ

結果分類

特　記　事　項

 〕　／　整備目標計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

指標

評価に

基づく

今後の

対　応

□

一　般　財　源 16,665

〕　　　＝　　　〔

49,986
平成23年度までは地域生活支援事業による国庫補助と障害者自立支援特別基
金による補助に分かれていたが、基金部分が24年度から国庫補助化

[事業の評価]

拡　　充 □ 縮　　減 □

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　訪問系サービスの支援体制確保のため、継続する。

見　直　し　額

財源内訳

国　　　　　庫 33,321

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

終期の見直し

そ の 他整理統合 □ 廃　　止 □

千　円

　国庫負担基準額を超過している市町に一定の財政支援をし、負担軽減を図っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 ■ □ H18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

119,348 132,692 149,797 111,594

113,030 113,930 114,468 118,766

113,026 113,925 112,613 116,079

13 13 13 13

16 17 17 17

15 16 17 17

52 56 60 65

39,473 41,905 54,255 50,290

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

継　　続 □ 休　　止所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

□ そ の 他整理統合 □ 廃　　止

□ 完　　了

□ 終期の見直し縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□
　地域の実情に応じて、障害者に対して身近な市町が実施する事業であり、今後も継続して支援を
行う。

見　直　し　額

　市町において、障害者等が自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう地域の特性や利
用者の状況に応じた柔軟な形態により事業を効率的・効果的に実施しており、障害者等の福祉の増
進が図られている。 ■

拡　　充

一　般　財　源 116,418

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円） 116,418 国の内示を受け、２月に増額補正。
（予算の持ち方が国の内示額の１/２のため）

財源内訳 その他特定財源

事業開始後の見直し状況

Ⅱ

Ⅰ

区　　　　　　分 平成25年度予算額

9.4%

特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況

必須事業

成果 地域活動支援センター数

指標 日中一時支援事業利用回数

県内のⅠ型～Ⅲ型

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

の推移

Ⅱ

事業効果 指標 日中一時支援実施市町数 17 1.6%

13 0.0%

日中一時支援実施箇所

4.3%

7.7%

活動 地域活動支援センター機能強化事業実施市町数

0.9%

　
　１　事業概要　　市町の実情に応じて、次の事業を実施する。
　　　　　　　　　相談支援事業、コミュニケーション支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業など

　２　実施主体　　市町
　３　補助率　　　１/4　　（負担割合　国1/2　県1/4　市町1/4）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

当　初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 116,418

平均伸び率

国　庫

県　単 補 助 金

目標値、指標の積算根拠等

経過年数

その他

事　業
開　始
年　度

[事業目的]

　市町において地域の特性や利用者の状況に応じた相談支援事業等を効率的・効果的に実施することにより、障害者等が自立した日常生活・社会生活を営むことができるよう支援する。

法定受託事務

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

そ の 他

実行予算事      業      名 地域生活支援事業（市町） 含まれる事業数
事 業
区 分

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

［事業内容］

Ⅰ

110,698 -0.6%

区　　　　　　分

Ⅱ

0.8%

決 算 額 の 推 移

結果分類

25年度

所　　属 健康福祉

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 障害福祉
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ □ H11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

7,860 7,075 4,950 4,950

6,820 4,950 4,950 4,950

6,416 4,538 4,121 4,526

23 19 15 15

106 77 73 79

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　障害児利用クラブへの受入により、保護者の負担が軽減されるとともに、障害児の集団への適応
力向上にも効果がある。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　心身障害児をかかえる家庭および障害児の生活をより安定させるため事業を継続する。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 4,217

[事業の評価]

児童クラブから、児童福祉法に基づく放課後等デイサービス事業所への転換あり

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 4,217

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-8.1% Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 児童クラブ利用児数

事業効果 指標

活動 児童クラブ助成数 20 -12.8%

-9.5%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 4,937

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-10.1%

　養護学校等に在籍する障害児を対象とする児童クラブの運営を支援する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅳ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,217 -9.1%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移 4,217

そ の 他

事      業      名 心身障害児童クラブ育成事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

　１．事業概要：児童クラブ障害児加算事業（学齢障害児を１人以上受入れた児童クラブに助成をする。）
　　　　　　　　心身障害児童クラブ支援事業（心身障害児童クラブを運営し、または心身障害児童クラブに助成する。）
　２．実施主体：市町
　３．補助率　：１／２　（負担割合　県１／２　市町１／２）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

1 □ □ S41 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 48 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

683 683 683 683

683 683 683 683

683 683 683 683

4 4 4 4

449 457 755 862

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

心身障害者及びその保護者に対し、研修会における事例検討会や広報誌発行等の啓発活動を行うこ
とで、福祉向上が図られた。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

心身障害者および保護者の福祉向上のため、引き続き、研修会や啓発活動等に対し助成していく。

見　直　し　額

一　般　財　源 683

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 683

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

27.1% Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 活動参加人数

事業効果 指標

指標

活動 補助団体数 4 0.0% Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

　心身障害児者等の福祉向上のための活動を助成

［事業内容］

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 683

683

0.0%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

0.0%

決 算 額 の 推 移

0.0%

　１．事業概要：心身障害児（者）関係団体補助金（心身障害児者に対する相談、研修、啓発活動を助成する）
　２．実施主体：県重症心身障害児を守る会、県心身障害児福祉団体連合会、県肢体不自由児協会、県せせらぎ会
　３．補助率　：定額

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名 心身障害者関係団体補助金 含まれる事業数

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け 法定受託事務

事 業
区 分

所　　属 健康福祉

その他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 障害福祉

自 治 事 務

県　単 補 助 金 経過年数

国　庫 実行予算

事務区分
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 社会参加支援 Ｇ

2 ■ ■ S45 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

272,298 271,616 271,411 266,968

271,408 269,291 270,727 283,775

266,541 265,250 265,349 278,929

474 449 428 405

463 469 479 490

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 271,558

[事業目的]

　保護者が死亡した後の心身障害者に年金を支給し、心身障害者の生活の安定を図る。

事      業      名 心身障害者扶養共済事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

271,783 1.5%

　障害者を扶養する保護者が、生存中に保険料を納めることにより、保護者が死亡または重度障害になったとき、被扶養者に対して終身一定額の年金（一口20,000円）を支給する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-0.1%

Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 1.6%

指標

活動 加入者件数 -5.1%

の推移 成果 年金受給者数

事業効果

1.9% Ⅱ

予　算　額　（単位：千円） 271,783

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫

平成20年4月から制度により、掛金額が改定された。

49,011

その他特定財源 171,827

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 50,945

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　新規加入者は多くないものの、加入者から年金受給者へ移行することにより、年金受給者が増加
している。

■

　引き続き共済制度を継続し、障害者の生活の安定と福祉の増進を図る。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

2 □ ■ H17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 9 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

12,543 11,678 12,441 23,846

12,543 10,678 20,084 20,644

12,088 10,164 14,419 17,363

449 446 639 723

- - 169 579

202 284 348 383

- - 59 132

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　福井坂井奥越圏域の拠点病院指定、障害児通所支援事業所への療育専門スタッフ配置により在宅
障害児への療育体制が拡充された。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　地域における療育提供体制確保のため、事業を継続する。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

一　般　財　源 22,222

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 22,222 22年度から奥越地区の拠点病院指定停止
23年度から福井坂井奥越圏域の支援病院を指定、児童デイサービス事業所（障
害児通所支援事業所）に療育専門スタッフを配置
25年度から拠点病院である織田病院の実績に伴い委託料を増額

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

財源内訳

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

24.4% Ⅰ

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

の推移 成果 療育拠点病院受診登録児数

事業効果 指標 療育拠点児童デイサービス事業所療育実施日数 242.6%

活動 療育拠点病院診療日数 18.6%

15.5%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 24,872

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
23.9%

123.7%

県内の各圏域に「地域療育拠点」として小児療育を担う医療機関（支援病院）と障害児通所支援事業所を指定し、地域小児療育体制を整備する。
加えて、県内唯一の小児療育の高度医療機関であるこども療育センターを頂点とする療育拠点の連携体制を構築することにより、障害児医療に関する専門性を確保する。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 22,222 20.9%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 療育拠点児童デイサービス事業所利用登録児数

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 小児療育体制確保事業 含まれる事業数

元気な社会

実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務すぐれた医療と支え合いの福祉 その他

事 業
区 分

（１）各圏域において、小児療育を担う医療機関および指定児童発達支援事業所・指定放課後等デイサービス事業所を地域の療育拠点として指定し、近年高まっている多様な療育のニーズに対応しながら地
域で療育を実施できる体制を確保する。
　　　　療育拠点病院：診療や療育(主に個別療育)　　指定児童発達支援事業所・指定放課後等デイサービス事業所：療育(主に集団療育)
（２）こども療育センターによる拠点病院への支援
　　　① こども療育センターの医師等療育スタッフ派遣による「巡回実地指導」
　　　② 療育実施機関の連携強化および療育に関する資質向上のため「地域療育拠点連絡会議」の開催

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 自立支援 Ｇ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

3,004 1,816

1,297 1,550

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

所　　属

実行予算

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務すぐれた医療と支え合いの福祉 その他

事 業
区 分

嶺南療育機能強化支援事業 含まれる事業数

部（庁）

元気な社会

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

障害福祉

自 治 事 務

県　単 補 助 金

健康福祉

　こども療育センターの専門職員（理学療法士、作業療法士等）を嶺南地域の拠点病院等に派遣して療育を実施するとともに、幼児健診や保健センターでのフォロー教室（健診で要観察・指導とされた自児
童の発達相談等）に職員を派遣して市町等に対する支援を強化
（１）実施主体：県
（２）派遣先：保育所、子育てセンター、児童デイサービス事業所、学校等
　　　駐在地：若狭健康福祉センター
（３）派遣職員：理学療法士、作業療法士　　駐在職員：言語聴覚士、臨床心理士

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事      業      名

[事業目的]

指標

決 算 額 の 推 移

-

　全県域において、必要とされる専門的療育を提供するため、県内唯一の小児療育の高度医療機関であるこども療育センターから遠方の嶺南地域において、地域の療育拠点として委託している病院等に同セ
ンター職員を派遣し、福井県地域医療再生計画に位置付けられた嶺南地域小児療育体制の確保を図る。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,386 4.5%

-

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 1,386

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-31.6%

活動 -

の推移 成果

事業効果 指標 -

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,386 　

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

財源内訳

一　般　財　源 0

国　　　　　庫

その他特定財源 1,386

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　今後も事業を継続し、嶺南地域の小児療育体制の強化・支援を行う必要がある。

見　直　し　額

療育センター職員を派遣したことにより、病院に加え幼児健診やフォロー教室への支援を行うこと
により適切な療育訓練の場と機会の確保ができた。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 ■ ■ S25 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 64 年 ■

 21年度  22年度 23年度 24年度

913 887 981 947

780 1,130 1,464 1,829

790 1,163 1,235 1,773

62 94 113 121

28 27 35 40

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　精神保健指定医による診察および移送は、精神保健福祉法に基づく都道府県の事務である。
　警察官通報の増加に伴い、通報件数は年々増加傾向にある。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

その他特定財源

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　平成26年度から入院措置のための診察や要措置患者の病院への搬送について、精神障害者と健康
福祉センター職員の安全な移送を実施するために搬送業務を民間業者に委託する

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 1,885

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 355

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,240

区　　　　　　分 平成25年度予算額 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

13.4% Ⅰ

指標

の推移 成果 措置入院患者数

事業効果

32.3%

活動 通報件数 26.3%

指標

（単位：千円）

[事業目的]

区　　　　　　分 25年度

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,240 30.5%

決 算 額 の 推 移

結果分類

自 治 事 務

補 助 金
事 業
区 分

国　庫 実行予算

経過年数

　・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第２７条に基づき、申請・通報、届出のあった者について精神保健指定医の診察を実施
　・入院措置のための診察や、指定医による診察の結果、入院措置が決定した要措置入院患者の搬送において、対応する各健康福祉センター職員の安全確保のためｼﾞｬﾝﾎﾞﾀｸｼｰを利用

法定受託事務

当　初 予 算 額 の 推 移

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
1,099 5.1%

その他

[予算額および指標の推移等]

事      業      名 精神保健指定医の診察および移送

　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第２７条に基づき、申請・通報、届出のあった者について、調査のうえ精神保健指定医による診察を行い必要な医療を確保する。

県　単

含まれる事業数

事務区分
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

所　　属

平　成　25　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 精神保健・医療 Ｇ

1 ■ ■ H11 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

23,376 22,701 23,728 20,651

22,782 23,540 20,821 22,888

21,769 22,411 19,890 22,416

236 320 306 373

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 22,771

［事業内容］

　緊急な医療を必要とする精神障害者等に対し、昼夜を問わず医療が適切に提供できるよう、輪番制による緊急医療体制の整備を図る。

事      業      名 精神科救急医療システム整備事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

22,771 0.3%

　病院輪番制による精神科救急医療システムを整備し休日、夜間の精神科救急医療事業を実施
　　嶺北地区　県立病院ほか６病院　　嶺南地区　公立小浜病院ほか２病院

　入院医療の必要性が理解できない精神障害者に対し受療の機会を確保するため、医療機関に委託し移送体制を整備

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

 ［事業内容］

-0.3%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 1.5%

指標

活動

の推移 成果 精神科救急医療利用者数

事業効果

17.7% Ⅳ

予　算　額　（単位：千円） 22,771

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫

平成１１年度から１５年度までは休日昼間のみであったが、平成１６年度から平日
および休日の夜間においても実施

11,385

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 11,386

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

夜間、休日の診療機関確保により、緊急に医療を必要とする患者に適切な医療が提供されている。

■

精神科救急医療体制の充実は不可欠であるため、今後も継続していく。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ ■ S25 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 64 年 ■

 21年度  22年度  23年度  24年度

184 225 215 215

184 225 215 215

160 150 160 170

15 15 15 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

 精神科病院の入院患者に対する人権に配慮した適正な精神医療が確保され、入院患者の社会復
帰・社会参加に向けた院内の環境整備の推進が図られた。

■ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　精神科病院に対する、法定の実地指導および実地審査であり、今後も継続して行う。

見　直　し　額

一　般　財　源 191

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 191

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-

〕　　　＝　　　〔

-

の推移 成果

事業効果 指標

指標 -

活動 実地指導・審査実施病院数 15 0.0% Ⅱ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 191 5.9%

決 算 額 の 推 移

結果分類

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

　精神科病院に対する実地指導および実地審査

　　・対象病院　２０床以上の精神病床を有する医療機関（県内１５病院）

　　・実施体制　精神保健指定医　１名
　　　　　　　　病院を管轄する健康福祉センター職員（“精神保健福祉職員の証"を有する者）　１名
　　　　　　　　障害福祉課員　　２名（うち１名は主任級以上）

事　業
開　始
年　度

その他

[事業目的]

目標値、指標の積算根拠等
当　初 予 算 額 の 推 移 191 1.7%

2.2%

事務区分

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事      業      名 精神科病院病状実地審査 含まれる事業数

県　単 経過年数

国　庫
事業終了
予定年度

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

事 業
区 分

そ の 他

　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第３８条の６の規定に基づき、精神科病院の入院患者に対する人権に配慮した適正な精神医療の確保と、行動制限等にかかる処遇について審査し、社会復帰・
社会参加に向けた院内の環境整備の積極的な推進を図ることを目的とする。

実行予算

補 助 金

自 治 事 務

法定受託事務
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 ■ ■ H22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 4 年 □

 21年度  22年度 23年度 24年度

- 30,921 27,825 25,304

- 25,493 25,256 27,866

- 24,149 24,293 26,142

- 304 366 365

- 1,010 2,053 1,513

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 10,938 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

　精神科救急情報センターの開設により、精神科救急医療体制の充実が図られている。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

■ 縮　　減拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　平成26年4月より総合福祉相談所内に設置する。相談員を4名から6名に増員し、情報の共有、相
談窓口の一元化をはかり、24時間365精神科救急情報センターで対応する。（夜間の輪番病院への
対応はH25限りとし、委託料を削減） 見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

雑収入

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 13,918

その他特定財源 13,923

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 27,841

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

の推移 成果

事業効果 指標 情報センター開設日数 10.1%

活動

4.1%

結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 27,841

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
-3.0%

38.5%

　在宅の精神障害者の病状の急変に対応する円滑な医療提供体制を整備するために、精神科救急情報センターを設置し、緊急医療相談、警察、消防、保健所等との調整および医療機関の紹介等を行う。

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

経過年数 事務区分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 27,064 4.7%

自 治 事 務

県　単 補 助 金

[事業目的]

指標 電話相談件数

決 算 額 の 推 移

そ の 他

事      業      名 精神科救急情報センター設置事業 含まれる事業数 実行予算

平　成　25　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉所　　属

[予算額および指標の推移等]

国　庫

（単位：千円）

法定受託事務その他

事 業
区 分

 精神科救急情報センターを設置し、２４時間３６５日体制での精神医療相談等を実施する。
  ① 精神保健福祉センター内に精神保健福祉士、看護師等（４名）を配置し、平日９：００～２１：００、休日９：００～１７：００の間、精神医療相談、トリアージ、医療機関・指定医の連絡調整、
   医療情報の提供等を行う。
  ② 平日２１：００～９：００、休日１７：００～９：００については、精神科救急輪番病院において、看護師等を確保し実施する。
  ③ 精神科救急に関するワーキングを設置し、精神科救急情報センターの運営に関する評価や課題検討を行う。
  ④ 精神科救急に係る関係機関を集め、スキルアップや連携強化に関する研修会を開催する。

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 ■ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

4,000 3,714 3,663 3,644

4,000 3,714 3,663 3,644

4,000 3,714 3,663 3,644

23 51 56 53

1 1 1 1

724 745 804 793

156 132 126 115

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 3,654

[事業目的]

高次脳機能障害者が、地域で適切な治療・支援が受けられる体制を整備する。

事      業      名 高次脳機能障害支援普及事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

3,654 -2.2%

県の指定する支援拠点機関（福井総合病院）に支援コーディネーターを配置し、下記事業を実施する
①相談支援事業　：必要な支援を提供するために、支援ネットワークを構築する。
②普及・啓発事業：高次脳機能障害の理解を促進するための普及・啓発活動の実施。
③研修事業　　　：高次脳機能障害者への支援手法に関する研修、症例検討会等の実施。
④支援拠点機関等全国連絡協議会等への協力

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

-2.2%

Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 -3.0%

指標 相談窓口 1 0.0%

活動 研修会開催回数 42.1%

Ⅲ

の推移 成果 研修会参加者数

事業効果

3.2% Ⅲ

予　算　額　（単位：千円） 3,654

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 相談件数（実人数） -9.6%

国　　　　　庫

Ｈ２１年度　検査用備品を購入

Ⅳ

1,826

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 1,828

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　県内の関係機関への事業周知と、高次脳機能障害についての知識の普及により、高次脳機能障害
者への理解促進と支援体制の充実が進んでいる。

■

　高次脳機能障害に対する認知度をさらに高め、高次脳機能障害者を早期に発見し支援に結びつけ
ていく必要があるため、引き続き実施する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ ■ H24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 21年度 22年度 23年度 24年度

- - - 260

- - - 260

- - - 192

- - - 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　医療計画は５年間の計画期間となっており、計画の進捗状況等について、社会環境の変化や制度
改正等を踏まえながら、継続的に評価・検討していく必要がある。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　精神疾患対策部会を開催し、計画の進捗状況等について協議を行った。
　目標を達成している一部数値目標について、引き上げることとなった。
　　・１年未満入院者の平均退院率　７６％以上　→　８０％以上 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 90

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 90

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

事業効果 指標

-65.4%

決 算 額 の 推 移 90 -53.1%

活動 部会の開催 1 -66.7%

区　　　　　　分 25年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当　初 予 算 額 の 推 移 90 -65.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 90

法定受託事務

[事業目的]

　医療計画法第３０条の４の規定に基づく法定計画である「福井県医療計画」の実効性を上げるため、医療審議会に精神疾患の部会を設け、
目標項目等の数値の年次推移や施策の推進状況を把握、評価し、必要に応じ施策の見直しを行う。

［事業内容］

　　精神疾患対策部会の開催（年１回）
　　　精神疾患の医療体制に関する事項を協議する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言におけ
る

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井県医療計画推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

すぐれた医療と支え合いの福祉 その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁） 障害福祉
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 ■ ■ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 26 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 2１年度  2２年度 2３年度 2４年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 2,402 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

□ 完　　了

そ の 他

小児科医をはじめとした地域のかかりつけ医119名が基礎講座を受講。基礎的な知識や診療の際に
役立つ技術を身につけることができる。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

■ 縮　　減

その他特定財源

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業を継続し、小児科医や精神科医などのかかりつけ医が継続して講座を受講する。
症例研修講座を受講することで、身近な地域における子どもの心の診療、支援体制の強化を目指
す。
なお、DVD作成料を削減した。

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 2,444

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 2,443

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 4,887

区　　　　　　分 平成25年度予算額 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

指標 症例研修講座受講者数

の推移 成果 基礎講座受講者数 119

事業効果

活動 基礎講座実施回数 6

指標 症例研修講座実施回数

（単位：千円）

[事業目的]

区　　　　　　分 2５年度

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,454

決 算 額 の 推 移

結果分類

自 治 事 務

補 助 金
事 業
区 分

国　庫 実行予算

経過年数

　・医師の育成（適切な機関につなげることができる医師の養成）
　　　　地域のかかりつけ医を対象に実施
　・研修プログラム
　　基本的な知識を習得するために必要な講義及び症例検討の形式とする。

法定受託事務

当　初 予 算 額 の 推 移

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会

すぐれた医療と支え合いの福祉

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
4,887

その他

[予算額および指標の推移等]

事      業      名 子どもの心の診療医養成事業

発達障害児をはじめとする様々な子どもの心の問題に対応するため、診療ができる医師を育成するとともに、地域で気になる子を早期発見し、医療につなげる連携体制をつくる。

県　単

含まれる事業数

事務区分
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

所　　属

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 5 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

0 16,381 20,359 26,621

8,616 16,182 21,201 20,720

6,845 11,039 17,360 18,608

93174 134,433 171,604 206,193

2 2 2 9

191 160 146 159

211 201 171 181

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉課

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 18,709

[事業目的]

　地域における気づき力の強化や相談しやすい体制の充実を図り、自殺者数の減少につなげる。

事      業      名 地域自殺対策緊急強化特別事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

16,800 24.4%

　窓口職員向けメンタルヘルス研修会等の開催、個別ストレスチェックの実施、総合相談会の開催等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

8.4%

Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 41.9%

指標 総合相談会実施回数 12 95.8%

活動 ストレスチェック件数 30.7%

Ⅰ

の推移 成果 自殺者数（人口動態　年計）

事業効果

-5.4% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 18,709

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 　　　　（警察庁　　年計） 164 -5.8%

国　　　　　庫

Ⅰ

その他特定財源 18,709

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

多くの県民がストレスチェックを受けている。
県内の自殺者数は、平成２４年は増加したが、２５年は再び減少に転じ、全体として減少傾向にあ
る。 □

　より効果のある方法で事業を継続し、自殺者の減少を図る。
　なお、旅費、消耗品、広告料を削減した。

見　直　し　額

■ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

△ 1,814 千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ ■ H22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 4 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

- 3,001 6,191 6,191

- 3,001 6,191 5,324

- 2,159 5,561 5,052

- - 4 4

- - 11 2

- - 154 102

- - 396 84

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉課

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 4,924

[事業目的]

　うつ病患者に対し、早期発見・早期支援を行うため、精神科医療の質の向上を目的に、一般医と精神科医との連携強化を図るとともに、うつ病に対する最新知見の習得機会を提供する。

事      業      名 うつ医療体制強化事業 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

4,924 28.3%

　県医師会への委託
　（１）一般医と精神科医の連絡会議・講演会の開催
　（２）地域別の連絡会議・講演会の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

28.6%

Ⅱ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 4,924 48.6%

指標 うつ病専門研修会の開催 -81.8%

活動 地域連携研修会の開催 4 0.0%

Ⅳ

の推移 成果 地域連携研修会の参加者数 111

事業効果

-12.5% Ⅳ

予　算　額　（単位：千円） 4,924

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 うつ病専門研修会の参加者数 -78.8%

国　　　　　庫

　平成２５年度からうつ病専門研修会を休止

Ⅳ

その他特定財源 4,924

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 0

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

かかりつけ医と精神科医の連携強化を目的とした研修会を４地域で開催し、多くの医師が参加し
た。

■

うつ病対策には、かかりつけ医と精神科医の連携が重要なことから、今後も継続して連携強化を図
る。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 5 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

0 27,991 27,847 27,847

3,863 25,013 24,672 21,825

3,502 20,883 21,049 19,445

8 17 15 16

191 160 146 159

211 201 171 181

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉課

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 22,953

[事業目的]

　市町が地域の実情に応じて実施する自殺対策緊急強化特別事業に対して補助し、地域での自殺防止対策の強化を図る。

事      業      名 市町自殺対策緊急特別事業補助金 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

20,713 132.4%

市町が実施する事業への補助
　（主な事業）
　　　・ストレスチェック事業
　　　・民生委員等研修事業
　　　・心の相談会開催事業
　　　・普及啓発事業

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

0.0%

Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 163.2%

指標

活動 事業実施市町数 17 28.4%

の推移 成果 自殺者数（人口動態　年計）

事業効果

-5.4% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 22,953

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 　　　　（警察庁　　年計） 164 -5.8%

国　　　　　庫

Ⅰ

その他特定財源 22,953

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 0

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

全市町で自殺対策に取り組んでいる。

□

全市町が地域の実情に応じた自殺対策を実施し、自殺者数の減少に努めていく必要がある。
なお、実績見込みに併せ、補助額の見直しを行った。

見　直　し　額

■ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

△ 1,770 千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 5 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

0 1,899 2,763 2,763

1,205 1,899 2,763 2,763

1,205 1,899 2,762 2,762

2 7 18 19

87 222 295 308

146 437 556 707

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉課

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 2,559

[事業目的]

　夜間のボランティア電話相談を行う民間団体に対し、相談員の研修や広報などの事業に要する経費を支援することで、民間団体と協力して自殺を考えている人が相談しやすい環境整備を目指す。

事      業      名 夜間電話相談業務支援事業補助金 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

2,559 23.9%

　夜間のボランティア電話相談を行う民間団体に対し、相談員の研修や広報などに要する経費を補助

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

0.0%

Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 34.3%

指標

活動 研修会等の開催件数 137.6%

の推移 成果 研修会等への参加人数

事業効果

64.2% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 2,559

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標 電話相談件数 84.6%

国　　　　　庫

Ⅰ

その他特定財源 2,559

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 0

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

民間団体による相談体制の強化が図られている。

■

民間団体の体制確保のため、今後も継続して支援する。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ □ H21 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 5 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

0 1,063 1,063 1,063

445 1,063 1,063 1,063

374 1,039 965 902

5 12 12 12

42 89 110 115

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

障害福祉課

国　庫 実行予算

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 健康福祉 部（庁）

事務区分

当　初 予 算 額 の 推 移 1,063

[事業目的]

　自殺で家族を亡くした自死遺族は、心理的、社会的に大きな大きな影響を受けることから、自死遺族がお互いに語り合える場を設け、心理的影響の軽減を図る。

事      業      名 自死遺族会支援事業補助金 含まれる事業数
事 業
区 分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

すぐれた医療と支え合いの福祉 法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

その他

1,063 34.7%

　自死遺族会の活動に対する支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 25年度

そ の 他

［事業内容］

0.0%

Ⅰ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 54.7%

指標

活動 遺族会の開催回数 46.7%

の推移 成果 遺族会への参加人数

事業効果

46.7% Ⅰ

予　算　額　（単位：千円） 1,063

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

国　　　　　庫

その他特定財源 1,063

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 0

[事業の評価]

終期の見直し□

□ 休　　止 □

区　　　　　　分

財源内訳

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

定期的(毎月1回)に遺族会を開催し、遺族が語り合える場を提供している。

■

遺族の心理的負担軽減のため、今後も遺族会の開催を支援していく。

見　直　し　額

□ 縮　　減

継　　続 完　　了

そ の 他

千　円

□□ 整理統合 □ 廃　　止
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 精神保健・医療 Ｇ

1 □ ■ Ｈ25 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

 21年度  22年度 23年度 24年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

所　　属

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

健康福祉 部（庁） 障害福祉

［事業内容］

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

事      業      名 精神保健福祉士資格取得養成事業

精神科病院や精神保健福祉相談機関等で、精神保健福祉士の資格を持つ職員の配置の必要性が高まっていることから、社会福祉士の資格を有する福祉職員に精神保健福祉士短期養成施設に通わせ、精神保
健福祉士の資格を取得させる。

県　単

含まれる事業数

事務区分

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

自 治 事 務

補 助 金
事 業
区 分

国　庫 実行予算

経過年数

・受講予定者　　　 社会福祉士の資格を有する福祉職
・研修予定機関　　平成２５年４月～１０月
・研修予定地　　　 智泉福祉製菓専門学校　昼間部　（大分県）

法定受託事務

当　初 予 算 額 の 推 移 2,132 -

その他

（単位：千円）

[事業目的]

区　　　　　　分 25年度

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,132 -

決 算 額 の 推 移 -

指標

活動 受講人数 1 -

の推移 成果 資格取得者

事業効果 指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,132

区　　　　　　分 平成25年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 2,132

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

単年度事業のため、H25のみ実施。

見　直　し　額

精神保健福祉士の資格を持つ職員の配置の必要性が高まっていることから資格を取得させる。

□ 継　　続 □ 休　　止

整理統合 □

□ 縮　　減

△ 2,132 千　円

□ 終期の見直し

廃　　止 □

■ 完　　了

そ の 他
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